
麻しん・風しん指針改正の方向性（案）

①定期予防接種実施率向上に向けた対策の強化

②児童福祉施設、医療機関等における対策の強化

③輸入症例への対策の強化

④風しん抗体検査から予防接種への結び付け
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資料１



①定期予防接種実施率向上に向けた対策の強化

○ 麻しん及び風しんの定期の予防接種は、第１期として１歳児に、第２期として就学前１年間に実施さ
れている。

○ 麻しん及び風しんに関する特定感染症予防指針において、定期予防接種の第１期・第２期につい
て、「それぞれの接種率が95％以上となることを目標とする」としている。
○ 2016年度の国全体の接種率は、麻しんと風しんの予防接種ともに、第１期が97.2％、第２期が

93.1％であった。
○ 第１期接種の国全体の接種率は97.2％と高いが、各市町村の接種率をみると95％を達していない
市町村が40％存在している。第２期については、 95％に達していない市町村が55％存在している。
（都道府県でみると、第１期で４県、第２期で37都道府県が未達成である。）

現状

改正の方針

課題
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○ 国全体の第２期の接種率向上のための取り組みが必要である。
○ 各市町村の接種率を評価し、各市町村における定期の予防接種の第1期・第2期のそれぞれの接
種率が95％以上となるように取り組みが必要である。

○ 麻しん風しん両指針において、以下の趣旨の記載を追加してはどうか。
・国と都道府県は、各市町村に対して、第1期・第2期それぞれの接種率が95％以上となるように働き
かける。
・都道府県に設置されている麻しん風しん対策会議は、各市町村の接種率を評価し、第1期・第2期そ
れぞれの接種率が95％以上となるように提言を行う。

○ 国全体の第2期の接種率も目標の95％を達成するために対策の強化が必要である。
○ 国全体の接種率だけではなく、全ての市町村ごとの接種率においても、第1期と第2期の両方とも

95％以上を達成するための対策の強化が必要である。



②児童福祉施設、医療機関等における対策の強化

○ 麻しん及び風しんは、現在定期の予防接種の対象であり、第１期は、生後12月～24月に至るまで
の間にある者、第２期については、小学校就学の始期に達する日の１年前の日から当該始期に達す
る日の前日までの間にある５歳以上７歳未満の者である。
○ ０歳児については、免疫が付きにくいなどの理由から、定期接種の対象となっていない。

○ 麻しん・風しん指針とも、幼児、児童、体力の弱い者等の風しんに罹患すると重症化しやすい者や
妊婦と接する機会が多い医療関係者、児童福祉施設、学校等の職員に対し予防接種を推奨するとし
ている。

現状
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○ 定期接種による発生の予防ができない０歳児は肺炎や脳炎などの重症化の危険性が特に高いた
め、周囲の者への予防接種を徹底する必要がある。

○ 麻しん・風しんとも、免疫不全者、妊婦などの予防接種の不可能な者や０歳児に接する機会の多い
者に対する予防接種の重要性が強調されていない。
○ 今般の沖縄に端を発する今般の事案では、医療施設内での感染例もみられた。

○ 麻しん・風しんとも、免疫不全者や妊婦などの予防接種の不可能な者や０歳児に接する機会の多
い児童福祉施設や医療機関等で働く者に対する予防接種の推奨を強化する。

○ 麻しん、風しん指針両方において、 ０歳児や予防接種の不可能な者に接する機会の多い者に対し、
特に強く予防接種を推奨する趣旨の記載を追加してはどうか。
※今般の事案を踏まえ、取り急ぎ現行指針の内容について、関係機関に改めて周知してはどうか。



③輸入症例への対策の強化

○ 麻しん指針については、予防接種法に基づかない予防接種の推奨の対象者に、「海外
に渡航する者」が入っていないだけでなく、輸入症例への対策について触れられていない。

○ 風しんの指針には、「予防接種法に基づかない予防接種」の推奨の対象者に、「海外に
渡航する者」が入っているが、輸入症例対策について触れられていない。

現状

改正の方針

課題

○ 麻しんについては、平成２７年に国内で排除が認定されているが、排除状態を維持する
ためには、輸入症例についての対策を強化する必要がある。

○ また、風しんについては、2020年度までに排除達成するために、渡航者に対する対策と
ともに、輸入症例対策をより一層強化する必要がある。

○ 麻しんの排除状態を維持し、風しんの排除を達成するためには、国外に渡航する者は
もちろんのこと、海外からの輸入症例に対して、より積極的な取組が求められる。

○ 麻しん、風しん指針両方において、海外からの渡航者と接する機会の多い職業（空港
の従業員等）に対する予防接種を推奨するとともに、海外に渡航する者等のうち、罹患歴
又は予防接種歴が明らかでない者に対し、予防接種を推奨する趣旨の記載を追加しては
どうか。



④風しん抗体検査から予防接種への結び付け

○ 現行の風しん指針においては、発生の予防に最も有効な対策は、予防接種により風しんへ
の免疫を獲得することとされており、必要と認められる場合には積極的に抗体検査を実施する
ことが推奨されている。しかし、抗体検査の結果、ワクチン接種が必要と判定された者を予防
接種に確実に結びつけることまでは強調されていない。

○ 風しんの抗体検査事業において、自治体が行う風しん抗体検査費用について助成を行って
いる。

現状

改正の方針

課題
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○ 一回しかワクチンを接種していない世代であっても、約８割の抗体保有率がある以上、必要
があると認められる者に対し、積極的に検査を実施することが、予防接種の効率的かつ効果的
な実施につながる。

○ 検査を行った場合、ワクチン接種が必要と判定された者を確実に予防接種につなげることが
重要である。

○ 風しん指針において、抗体検査の結果、陰性又は判定保留の結果が出た場合に、確実に予
防接種に結び付けることが重要である趣旨の記載を追加してはどうか。

○ 約９割の自治体で風しんの抗体検査が行われているものの、自治体アンケートによると、助
成事業で行った抗体検査の結果を把握している自治体は約７５％であり、その中では風しんの
抗体検査でワクチン接種が必要と判定された者のうち、予防接種を受けているのは約３分の１
にとどまっている。

○ 幼少期に風しんに自然感染しておらず、かつ、風しんの定期の予防接種を受ける機会がな
かった、昭和37年度から昭和53年度に出生した男性の抗体保有率は約８割にとどまる。



日本における風しんの抗体保有状況

2016年度感染症流行予測調査
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